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　介護施設・事業所が提供するサービスは、利用者の方々やその家族の生活を継続する上で
欠かせないものであり、十分な感染防止対策を前提として、利用者に対して必要な各種サー
ビスが継続的に提供されることが重要です。 
 新型コロナウイルス感染症のまん延時においては、介護施設・事業所においても感染症発
生事例があり、感染対策もさることながら、業務継続のための職員の確保も課題となりまし
た。そのため、介護施設・事業所において感染者等が発生した場合に備え、感染者発生時の
対応等に係る主な留意事項を以下のとおり整理しました。

　利用者の方々は、高齢で基礎疾患を有する方も多く、このため重症化するリスクが高い特
性があることから、新型コロナウイルス感染症が疑われる状況においては、特に健康の状態
や変化の有無等に留意が必要です。感染した場合は、パルスオキシメータ等も使用した呼吸
状態及び症状の変化の確認、状況に応じ必要な検査実施が必要であり、状態が急変する可
能性もあります。 
　上記を踏まえ、介護施設・事業所で新型コロナウイルスの感染が判明した場合は、高齢者
は原則入院することとなりますが、介護老人保健施設又は介護医療院等 （以下「介護老人
保健施設 等」という。）においては、地域の発生及び病床等の状況によっては、入院調整ま
での一時的な期間について、都道府県の指示により入所継続を行う場合があります。 
　介護施設から医療機関への搬送時には、施設側は、当該医療機関に対し、新型コロナウイ
ルス感染状況（感染者であるか、濃厚接触者であるか）も含めた当該入所者の状況・症状等
を可能な限り詳細に情報提供を行うことが必要です。

介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生に備えた対応24

Ⅱ-5．新型コロナウイルス感染症の発生時に向けた備え

（１）感染者発生時の入院等に備えた対応

　介護施設・事業所の管理者等は、感染者や濃厚接触者が発生した場合等に備え、個室管理
や生活空間等の区分けに係るシミュレーションや、人員体制に関する施設・事業所内、法人
内等の関係者との相談、物資の状況の把握を行うとともに、感染者等が発生した場合の対応
方針について、利用者や家族と共有をしておくこと等が考えられます。 
　特に介護老人保健施設等においては、実際に感染者が発生し、一時的に入所継続を行う
場合には、生活空間等の区分け（いわゆるゾーニング）等について、以下の点に留意が必要
です。 

（２）介護施設・事業所における感染者発生に備えた日頃からの感染対策

24　  「高齢者施設における新型コロナウイルス感染症発生に備えた対応等について（令和2年6月30日付
厚生労働省健康局結核感染症課ほか連名事務連絡）」を元に作成
https://www.mhlw.go.jp/content/000645252.pdf 
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＜感染対策の基本的な考え方や手技の向上＞
・感染対策に関する研修会や勉強会の実施
・感染者が発生した場合のシミュレーション
・個人で見ることができる動画の活用
・専門家による実地指導　　　　　　　　　　など

＜物資の確保＞
・在庫量、使用量、必要量を整理
・不足に備えた在庫量の管理
・不足した場合には必要量を速やかに都道府県等に要望できるよう体制を整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

など

●日頃からの介護職員や介護施設・事業所の感染症対応力を向上させる取組

・保健所と相談し、施設の構造、入所者の特性を考慮して対応します

・感染している入所者（以下「感染者」という。）、濃厚接触者及びその他の入所者の食
事場所や生活空間、トイレなどを分けます

・感染者及び濃厚接触者やその居室が判別できるように工夫します

・居室からの出入りの際に、感染者と感染していない入所者（濃厚接触者とその他の入
所者が接することがないようにします（69ページ 6．感染症発生時の対応 ２）感染拡
大の防止（１）介護職員の対応 ゾーニングを参照）

・職員が滞在する場所と感染者の滞在する場所、入口などの動線も分かれるようにし
ます

・感染者に直接接触する場合や感染者の排出物（排泄物や嘔吐物等）を処理する場合
等は、サージカルマスク、フェイスガードやゴーグル等、長袖のガウン、手袋を着用し
ます

・感染者、濃厚接触者及びその他の入所者の介護等に当たっては、可能な限り担当職員
を分けて対応を行います。夜勤など、分けることが困難な場合は、防護具の着用を徹
底する等、特段の注意を払います
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　施設系サービス事業所において、退院基準25を満たし退院をした者について、新型コロナ
ウイルス感染症の疑いがあるとして入所を断ることは、受入を拒否する正当な理由には該当
しません。なお、当該退院者の病状等その他の理由により適切なサービスを提供することが
困難な場合は、個別に調整を行います。 
　また、同様に、新型コロナウイルス感染症に感染していない患者が退院した場合に、施設
系サービス事業所において、新型コロナウイルス感染症の疑いがあるという理由で入所を断
ることも、受入を拒否する正当な理由には該当しません。当該退院者の病状等その他の理由
により適切なサービスを提供することが困難な場合は、個別に調整を行います。 
なお、新型コロナウイルス感染症患者については、医療保健関係者による健康状態の確認を
経て退院しますが、医療機関側は、施設側に、当該退院者は退院基準を満たしていること又
は新型コロナウイルス感染症の疑いがないことを丁寧に説明することが望ましく、施設側は
各種証明の請求は控えます。 
　退院者に対しては、他の入所者と同様に、毎日の検温の実施、食事等の際における体調の
確認を行うこと等により、日頃から入所者の健康の状態や変化の有無等に留意します。
　通所系、訪問系も同様です。

（３）感染者等の退院患者の施設での受入

25　 新型コロナウイルス感染症患者の退院に関する基準ついては、現時点で得られている国内外の知見に
基づき、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律における新型コロナウイルス感染症
患者の退院及び就業制限の取扱いにつて（一部改正）」（令和2年6月25日付厚生労働省 健康局結核感染
症課長通知）（別紙２）で示されている。本退院基準については、新型コロナウイルス感染症を指定感染症
として定める等の政令（令和２年第11号）第３条において準用する 感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療関法律（平成10年法律第114号）第22条の「病原体を保有していなことが確認されたきは、当該入
院ている患者を退院させなければならない」ことに関する基準である

感染者等の退院患者の施設での受入の重要事項
○退院基準を満たし退院した方について、新型コロナウイルス感染症の疑いがある
として入所を断ることはしてはいけません
○新型コロナウイルス感染症に感染していない方が退院した場合に、新型コロナウ
イルス感染症の疑いがあるという理由で入所を断ることはしてはいけません
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　新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅
において、入居者が希望する医療・介護サービス等（特に当該有料老人ホーム等の運営主体
以外が提供するサービス）の利用について、新型コロナウイルス感染の懸念を理由に、禁止
する又は控えさせるといったことは適切ではありません。入居者が希望する、もしくは入居
者に必要である各種訪問系サービス、通所系サービス、訪問診療、計画的な医学管理の下で
提供されるサービス等について、不当に制限することがないよう、注意が必要です26。

（４）感染リスクを懸念した必要以上のサービス等の利用控え

26　 「介護保険施設等における入所（居）者の医療・介護サービス等の利用について（令和２年９月 18 日
付厚生労働省老健局高齢者支援課ほか連名事務連絡）」 


